
長崎県介護事業所等に対するサービス継続支援事業費補助金実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 長崎県（以下「県」という。）は、「令和７年度介護事業所等に対するサービス

継続支援事業実施要綱」（令和 7年 12月 22日付け老発 1222第 2号厚生労

働省老健局長通知。以下「国実施要綱」という。）に基づき、物価上昇といった厳し

い経営環境の中や、大規模災害発生時においても必要な介護サービスを継続して

提供できるよう、緊急的な支援として設備備品等の購入費等に対する支援を行うた

め、介護事業所等に対するサービス継続支援事業費補助金を交付するものとし、そ

の交付については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭

和 30 年法律第 179 号。）、国実施要綱、長崎県補助金等交付規則（昭和 40 年

長崎県規則第16号。以下「規則」という。）、長崎県福祉保健部関係補助金等交付

要綱（平成 19年３月 30日長崎県告示第 460号の９）及びこの要綱に定めるとこ

ろによる。 

 

（補助の対象） 

第２条 補助の対象となる介護事業所等は別表の種別の欄のとおりとし、介護サービ

スを継続して提供できるよう、設備備品等を購入する介護事業所等とする。 

 

（補助の対象経費） 

第３条 補助の対象経費は、令和 8年 4月 1日から令和 8年 9月 30日までの間に

購入した設備備品等とし、補助対象となる設備備品等については、国実施要綱３

（１）（２）のとおりとする。なお、実際の補助に当たっては長崎県が個々の事情を勘

案し、対象とする場合がある。 

 

（補助金の額） 

第４条 補助額は、介護事業所等ごとに、別表の基準額の欄に定める額に事業所（通

所介護及び訪問介護の事業所規模は令和７年４月サービス提供分から９月サービ

ス提供分までの平均により判断、それ以降の新規事業所については、事業所から開

設後から申請時までの報酬請求実績等の提出を求めた上で区分を判断）又は定

員（令和 7 年 4 月 1 日時点）の数を乗じて算出した額と、実際に介護事業所等が

設備備品の購入等に要した額とを比較して少ない方の額を補助額とする。なお、

1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

２  1事業所・施設等当たり 1回まで補助を受けることができるものとする。 

 



３  介護報酬及び他の国庫補助金等を受けているものは本事業の対象としないもの

とする。 

 

（補助金の要件） 

第5条 補助金の申請時点で指定等を受けている長崎県内に所在する介護事業所等

であって、休止中の介護事業所等でないものとする。 

 

（補助金の申請） 

第 6条 事業者は、次の各号に掲げる書類を知事が別に定める期日までに提出するも

のとする。なお、複数の介護事業所等を有する事業者については、長崎県内に所在

する介護事業所等について一括して申請を行うものとする。 

申請に係る経費の根拠資料（見積書等）は提出不要であるが、県からの求めがあ

った場合に速やかに提出できるよう事業者において適切に保管すること。 

（１）長崎県介護事業所等に対するサービス継続支援事業に係る交付申請書（様

式第１－１号） 

（２）事業所・施設別申請額一覧（様式第１－２号） 

（３）長崎県介護事業所等に対するサービス継続支援事業に関する事業実施計

画書（事業所単位）（様式第１－３号） 

（４）誓約書（様式第１－４号） 

（５）その他、知事が必要とする書類 

 

（補助金の交付決定） 

第 7条 知事は、第 6条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適正と

認める場合は交付決定を行い、交付決定通知書により補助事業者に通知する。 

 

（交付の条件） 

第 8 条 この補助金の交付に当たっては、次の各号に掲げる条件が付されるものとす

る。 

（１）事業を中止し、又は廃止する場合には、速やかに知事の承認を受けなければなら

ない。 

（２）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（３）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が 0 円

の場合を含む。）には、様式第３号により速やかに知事に報告しなければならない。

なお、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税

額を県に返還しなければならない。但し、補助額が基準額の 100 分の 110 を超え



る場合は、報告を不要とする。 

  補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）

で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の

申告内容に基づき報告を行うこと。 

 

（変更の届出） 

第 9 条 補助事業者は、補助金の交付決定後の事情の変更により事業の内容に変更

があった場合は、変更に係る届出書（様式第２－１号）により知事に届出を行うもの

とする。 

 

（補助金の額の変更） 

第 10 条 交付決定を受けた補助事業の内容を変更する場合は、長崎県介護事業所

等に対するサービス継続支援事業費補助金変更承認申請書（様式第２－２号）によ

り知事に申請してその承認を受けなければならない。 

 

（補助金の請求） 

第 11条 補助事業者は、第 7条の交付決定に基づき概算払請求書（様式第４号）に

より請求を行うものとする。なお補助金の支払いについては、原則として、補助事業

者ごとに一つの口座に対して行うものとする。また請求の内訳を記載した一覧を添

付すること。 

 

（介護事業所等に対するサービス継続支援事業実績報告書） 

第 12 条 補助事業者は、次の各号に掲げる書類を知事が別に定める期日までに提

出しなければならない。実績に係る経費の根拠資料（領収書、レシート等）は提出不

要であるが、県からの求めがあった場合に速やかに提出できるよう事業者において

適切に保管すること。 

（１）長崎県介護事業所等に対するサービス継続支援事業に係る実績報告書（様

式第５－１号） 

（２）事業所・施設別精算額一覧（様式第５－２号） 

（３）長崎県介護事業所等に対するサービス継続支援事業に関する事業実績報

告書（事業所単位）（様式第５－３号） 

（４）その他、知事が必要とする書類 

 

（補助金の額の確定） 

第 13 条 規則第 14 条に規定する補助金の額の確定通知は、交付額確定通知書に

より行うものとする。 



（補助金の返還） 

第 14 条 知事は、補助金の交付を受けた後に交付の要件に該当しないことが明らか

となった補助事業者、または虚偽又は不正の手段により補助金の交付を受けた補

助事業者に対して、既に交付された補助金の一部又は全部について、期限を定め

て、その返還を命ずるものとする。 

 

（検査及び報告等） 

第 15 条 知事は、補助金の適正な支出のため、必要に応じて補助事業者に対し、検

査、報告その他の必要な措置を求めることができる。補助事業者は、検査及び報告

等の求めがあったときは、これに応じなければならない。 

 

（帳簿等の整備及び保存） 

第 16 条 補助事業者は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該

収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金

の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受け

た日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業に 

より取得し、又は効用の増加した価格が単価 30万円以上の財産がある場合は、前

記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は規則第２０条の規定

により知事が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかな

ければならない。 

 

（その他） 

第 17条 その他必要な事項は、知事が別に定めるものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、令和 8年 4月 1日から施行する。 

  



別表（第 2条及び第４条関係） 

種別 基準額 

訪問介護 

集合住宅併設型 120，000円／事業所 

延べ訪問回数 200 回以下 180，000円／事業所 

延べ訪問回数 201 回以上 2,000 回以下 240，000円／事業所 

延べ訪問回数 2,001 回以上 300，000円／事業所 

訪問入浴介護 110，000円／事業所 

訪問看護 110，000円／事業所 

訪問リハビリテーション 110，000円／事業所 

通所介護 

延べ利用者数 300 人以下 110，000円／事業所 

延べ利用者数 301 人以上 600 人以下 165，000円／事業所 

延べ利用者数 601 人以上 220，000円／事業所 

通所リハビリテーション 110，000円／事業所 

特定施設入居者生活介護（養護、軽費を除く） 110，000円／事業所 

福祉用具貸与 110，000円／事業所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 110，000円／事業所 

夜間対応型訪問介護 110，000円／事業所 

地域密着型通所介護 110，000円／事業所 

認知症対応型通所介護 110，000円／事業所 

小規模多機能型居宅介護 110，000円／事業所 

認知症対応型共同生活介護 110，000円／事業所 

地密特定施設入居者生活介護（養護、軽費除く） 110，000円／事業所 

看護小規模多機能型居宅介護 110，000円／事業所 

居宅介護支援 110，000円／事業所 

介護老人福祉施設 3，000円／定員 

介護老人保健施設 3，000円／定員 

介護医療院 3，000円／定員 

地域密着型介護老人福祉施設 3，000円／定員 

短期入所生活介護（空床利用型を除く） 3，000円／定員 

養護老人ホーム 3，000円／定員 

軽費老人ホーム 3，000円／定員 

・基準単価を超えない範囲で、１事業所・施設に国実施要綱３（１）と（２）の

両方を助成することができる。 

・介護予防・日常生活支援総合事業（指定サービス・介護予防ケアマネジメント）

を実施する事業所は助成対象に含まず、当該事業の利用者数も基準単価の算

定に当たっての利用者数に含まない。 


